
                                                     

 
 

横浜市公立大学法人評価委員会の評価の考え方と進め方（案）  

 
 

  横浜市立大学の法人化に伴い、本市が中期目標（＝６年間）を策定し、これに沿って 

 法人が中期計画と年度計画等を策定した。 

 

 １ 法人評価委員会の役割 

  (1)中期目標の期間における業務の実績について評価する。 

    ＊根拠 地方独立行政法人法より抜粋 

     第３０条 地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、中期目標の期      
間における業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。      
２ 前項の評価は、当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査をし、及      

び分析をし、並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該中期目標の期間に      

おける業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならない。 

  (2)中期目標を達成するために、各事業年度における業務の実績全体について評価する

とともに、中期計画の進捗状況を把握する。 

    ＊根拠 地方独立行政法人法より抜粋 

     第２８条 地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、各事業年度に      
おける業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。 

      ２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析      

をし、並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の      

実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならない。 
 

 《評価委員会の役割イメージ》 
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２ 法人評価委員会の基本方針 

(1)中期目標の達成に向けて、中期計画等の進捗を確認するとともに、専門的な観点か

ら総合的に評価を行い、法人の質的向上に資するとともに、市民にわかりやすく公

表していくこと。 

(2)当該事業年度における業務の実績について評価を行うこと。 

(3)中期目標の期間における中期計画の実施状況の調査・分析を行うこと。 
(4)自主自立的な大学運営の実現を目指し、法人全体の組織・業務等に関する改善・充

実を必要に応じて修正を求めること。 
(5)法人を取り巻く環境の変化なども踏まえ、必要に応じて、中期目標等の期間の中間

点において振り返りとして総括を行うこと。 

 

３ 各年度終了時の評価方法の基本 

  法人の評価は、「年度ごとの評価」と「全体評価」により実施する。 
(1)年度ごとの評価 

  各年度計画の達成状況を確認すること等により業務の実績について評価を行う。 
   ①評価基準 
    ・年度計画を上回って実施している（Ａ点） 
    ・年度計画を順調に実施している（Ｂ点） 
    ・年度計画を十分に実施できていない（Ｃ点） 
    ・年度計画を実施していない（Ｄ点） 
   ②評価の視点 
    ・評価を通じて改革のための取組を積極的に支援すること。 
    ・組織、業務等について、改善等を明らかにすること。 

(2)全体評価 
   各年度ごとの評価の結果を踏まえて、中期目標・中期計画の進捗状況を確認すると

ともに、総合的な評価を行う。 
ただし、中期目標期間の中間点における振り返りとして総括評価を行う。 

 
《中期目標期間中の作業の日程》 
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４ 各年度終了時の評価の方法 

(1)法人は当該年度計画の「業務実績の報告書」を翌年度の６月末までに評価委員会に

提出する。 
  ＊提出書類 
   当該事業年度における業務の実績報告書(年度計画等)、予算・決算報告書 など 

《参考資料》自己評価書、記者発表資料、事業概要、大学概要、シラバス など 
(2)評価委員会は提出を受けた報告書等について法人の意見を聴取し、評価結果を市長

が９月定例市議会に報告できるように評価を実施する。 
  ＊評価のポイント 
   ・法人の意見を受けて、できる限り定量的な評価指標、客観的な評価基準を設定

する。 
   ・一つの指標のみで適切な評価が困難な項目については、複数指標設定や定性的

な評価項目の達成状況を基に評価する。 
   ・客観的な評価基準を設定することが困難な項目については、委員の協議により

評価する。 
     ・業務運営、財務内容等の経営面を中心に、評価する。 

・教育研究の状況については、その特性に配慮し、事業の外形的・客観的な進捗

状況を確認する。 

  ・必要に応じて、改善すべき事項や目標設定の妥当性等を記述する。 
 
 《法人評価委員会の日程》 
 年・月    法人評価委員会  会計監査  監事監査

H17    ９月  第４回委員会 
・ 評価の考え方と進め方等について 

 ・ 現地調査の実施について 

    １１月  第５回委員会 
    ・評価の基本方針の策定 
    ・評価の基準と方法の検討 
    ・中期計画、年度計画の進捗説明等 

H18    １月 
     ２月 
     ３月 

  
第６回委員会 

   ・評価の基準と方法の策定 
   ・中期計画、年度計画の進捗説明等 

  

     ４月 
     ５月 

     ６月 

 
第７回委員会 

   ・H17年度業務の実績の評価等の検討 

  財務諸表等を市長へ提出 
     （３ヶ月以内） 
＊地方独立行政法人法第34条 

     ７月 第８回委員会 
    ・H17年度業務の実績の評価のまとめ 

９月  市長への報告 

  

 

１０月 

１１月 

１２月 

 
第９回委員会 

  ・H18年度中期計画と年度計画進捗説明等 

  

 



５ 評価を受ける法人等が留意すべき事項 

  評価を受ける法人等に留意すべき事項について次のとおり示す。 
(1)評価委員会は法人から示される指標等を基に評価を行うことから、法人は自ら行う

自己評価・自己改善を基に説明責任を果たすことが基本であること。 
(2)法人は、達成状況を客観的にあらわすためにできる限り数値指標等の指標を設定す

ること。また、定性的な指標となる場合には、その達成状況が明らかになるよう工

夫すること。 

(3)法人における内部評価の視点と体制について 
  ①視点 
   法人は市民の視線に留意し、法人が行う内部評価に際して用いる指標や基準・結

果・活用について、できる限りわかりやすく説明すること。 
  ②体制 
   法人は説明責任の観点から、目標の達成にかかる組織内の責任の所在を明確にし、

法人の長がリーダーシップを発揮できる推進体制を確立すること。 
(4)各項目ごとの「特記事項」の欄について以下の点に留意しつつ自由に記載すること

ができる。 

  ①法人化のメリットを活用して、自主自立的な大学運営を目指した財政、組織、人

事などの面での特色ある取組 
  ②自主自立的な大学運営や教育研究活動等を円滑に進めるための様々な工夫 
  ③自己点検・評価の過程で、中期目標・中期計画を変更する必要がある、あるいは、

変更について検討する必要があると考えられる場合は、その状況 
  ④中期目標の達成に向けて支障が生じている(あるいは生じるおそれがある)場合に

は、その状況、理由（外的要因を含む） など 
 



Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組                                  〔参考例〕 

１ 学部教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 

(１) 学部教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 
年度計画 年度計画の進捗状況 自己評価 特記事項 評価委員評価 評価委員のコメント 

【教育の成果】 

<専門教養教育・専門教育> 

〔国際総合科学部における専門教養教育〕 

   

①・国際総合科学部の各履修モデルもとに、第一 

期の入学生に対し、学習指導を行う。 

・コースの履修科目・開講年次・各科目のコー 

スにおける位置づけ、他の講義との関連性 

及び教育目的・方法を明確にする。コース長 

はこれらをコース担当教員に説明し、コース 

の教育体系の理解を徹底する。 

 Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ  

②・社会経済及び産業構造の視点から社会情 

勢の動向調査を開始する。 

  ・的確なコース選択を行わせるために、１年次に 

  ３回のコース選択のためのオリエンテーションの 

  機会を設ける。 

 Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ  

〔医学部における専門教育〕 

(医科学) 

   

①・PBL を取り入れた教育を行う。チューターからも 

  PBL における学生の状況や達成度について報 

告を求める。 

 Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ  

②コア及びアドバンストカリキュラムを実施し、問 

題点を検討する。 

 Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ  

(看護学科)    

 ・新たに設置した四年制の看護学科として、新 

入生を迎え、共通教養教育を行う。 

 Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ  

 

Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ 
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